
令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

預り保育専門の教諭を2名雇用し、配置する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

幼稚園預かり保育事業

開始年度 2001 終了年度 9999

目的 幼児同士の交流の場を設け、遊びを通して人とのかかわり方や心のつながりを深められるように支援する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

通常の教育課程による教育時間終了後（14:00～17:00）に、地域の実態や保護者の要請により、希望する者を対象に教育活動
（預かり保育）を行う。＜片上幼稚園、北中山幼稚園で実施＞

事業コード

452

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（国）事業

人件費

補助金等名称

子ども子育て支援交付金
決算額

1,848
事
業
費

2,512予算額

1,290

【単位：千円】

1,804

2,312

H30（2018）

1,804

1,486

2,399

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 0

1
事
業
要
員

預かり保育実施日数 目標値 170 170 190 190 190日

実績値 175 197 202

受入対応率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/申請者数

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 2037/2037 2646/2646 2230/2230

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313

1 ページ



令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

少子化で周囲に遊び相手がいなかったり、地域で安全な遊び場所が確保されないため安
心して保育してもらう幼稚園に、保護者からのニーズが多い。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

北中山・片上両地区とも保育所がないため、市が実施する必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

受け入れ側の人員の削減は出来ない。（各園１人で実施）

根
拠

市単独事業であり他からの補助はない。

根
拠

保護者への啓発を図る。

根
拠

幼稚園の通常の教育時間終了後の午後２時から午後５時
まで、北中山幼稚園と片上幼稚園において、希望する園
児を園で預かり、家庭の子育てを支援する。
また、夏期休業期間においても預かり保育を実施する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

地域に保育所のない北中山幼稚園と片上幼稚園におい
て、幼稚園の通常の教育時間終了後の午後２時から午後
５時まで、保育の必要性の認定を受けた園児を園で預か
り、家庭の子育てを支援する。
また、夏期休業期間においても預かり保育を実施する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

病気回復期にあり保育に欠ける児童を施設にて預かる。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

病後児保育事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 保護者の都合により、家庭で保育が困難な病気回復期の小学校3年生以下の児童を病院等で一時的に預かることで児童の福祉
の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

病気回復期にあり保育に欠ける児童を施設にて預かる。

事業コード

1216

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

扶助費

補助金等名称

子ども・子育て支援交付金
決算額

8,614
事
業
費

8,889予算額

8,604

【単位：千円】

8,757

8,792

H30（2018）

8,757

8,792

8,924

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

事
業
要
員

開設施設数 目標値 8 8 8 8 8所

実績値 8 8 8

利用申込者に対する受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/利用申込者数

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 136/136 152/152 155/155

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

核家族が増加する中、体調不良の子どももを世話するために仕事を休むことは、失職に
も繋がる可能性があるため十分ニーズがある根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援の一環として取組みを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

委託することで削減している

根
拠

今以上の増額は期待できない。

根
拠

施設・職員配置は十分にある

根
拠

齋藤病院「わらべ」と公立丹南病院「えくぼ」他市外６
施設において、病気の回復期にある乳幼児を一時的に預
かることで、保護者の仕事と子育ての両面に対する支援
を実施する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

齋藤病院「わらべ」と公立丹南病院「えくぼ」他市外６
施設において、病気の回復期にある乳幼児を一時的に預
かることで、保護者の仕事と子育ての両面に対する支援
を実施する。令

和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

病気治療中の児童で保育に欠ける児童を施設にて預かる。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

病児保育事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 保護者の都合により、家庭で保育が困難な病気治療中の小学校3年生以下の児童を病院等で一時的に預かることで児童の福祉
の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

病気治療中の児童で保育に欠ける児童を施設にて預かる。

事業コード

1219

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

扶助費

補助金等名称

子ども・子育て支援交付金
決算額

16,398
事
業
費

17,748予算額

16,398

【単位：千円】

16,807

16,901

H30（2018）

16,966

16,900

17,048

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ Ａ

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

事
業
要
員

開設施設数 目標値 8 8 8 8 8所

実績値 8 8 8

利用申込者に対する受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/利用申込者数

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 428/428 390/390 850/850

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

核家族が増加する中、体調不良の子どももを世話するために仕事を休むことは、失職に
も繋がる可能性があるため十分ニーズがある根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援の一環として取組みを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

委託することで削減している

根
拠

今以上の増額は期待できない

根
拠

施設、職員配置は十分に対応できるため

根
拠

斎藤病院「わらべ」と公立丹南病院「えくぼ」他市外６
施設において、病気療養中の乳幼児を一時的に預かるこ
とにより、保護者の仕事と子育ての両面に対する支援を
実施する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

斎藤病院「わらべ」と公立丹南病院「えくぼ」他市外６
施設において、病気療養中の乳幼児を一時的に預かるこ
とにより、保護者の仕事と子育ての両面に対する支援を
実施する。令

和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

公立、私立保育所の園長、保育士、保護者、園児からなる協議会の事務局を
市に置き、運営にあたる。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

鯖江市保育協議会運営補助事業

開始年度 1970 終了年度 9999

目的 鯖江市保育協議会の活動（保育士研修、講演会、保育園親子遊び等）を支援し、保育所間の交流を深め、保育の資質向上を図
る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

鯖江市保育協議会の運営費の一部を補助する。

事業コード

1233

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

決算額

70
事
業
費

70予算額

70

【単位：千円】

70

70

H30（2018）

70

70

70

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

※設定困難 目標値

実績値

講演会・研修会開催回数 回 目標値 6 6 6 6 6

計算
根拠

講演会・研修会開催回数/目標値

実績値 6 6 6

達成率
（％）

100 100 100

実数値

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

市内各保育所の保育の質の向上を図る上で、保育に関する多くの課題の研鑽が必要であ
る。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

鯖江市における保育士の資質向上を図るための団体であり、鯖江市保育行政が関与・支
援していく必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

保育士の資質向上のための活動経費を対象としており、妥当である。

根
拠

市の補助金以外に、公立、私立を問わず保育士および入所児童保護者も個人負担を行っ
ている。根

拠

公私立保育園の保育士等が連携して保育が抱える問題に十分対応している。

根
拠

鯖江市保育協議会が年間で行っている行事等の運営費の
一部を補助する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

鯖江市保育協議会が年間で行っている行事等の運営費の
一部を補助する。（R2は50周年を迎える。）

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

市内の保育所の気がかり児について、保育カウンンセラーが定期的に園を訪
問し、児童の指導および保育の仕方について指導を受ける。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

保育カウンセラー事業

開始年度 2005 終了年度 9999

保育カウンセラー配置事業補助金

目的 保育カウンセラーにより市内の保育所に属する児童の心身の発達をサポートすることで、発達相談・支援体制の充実を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

保育カウンセラー（臨床心理士など）が定期的に市内の保育所を訪問し、園児の状況把握、障害をもつ児童の指導等を行う。

事業コード

1324

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

保育カウンセラー配置事業費補助金
決算額

2,050
事
業
費

1,800予算額

1,624

【単位：千円】

1,551

1,800

H30（2018）

1,845

1,742

1,800

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.15

0

事
業
要
員

訪問園数 目標値 22 22

実績値

カウンセリング実施率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

カウンセラーした実児童数/カウンセラー対象実児童数
×100

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 153/153 240/240 275/275

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

臨床心理士に保護者からの保育所での児童の発達相談に対する要望が増加している。ま
た、学校就学前段階での対象児カウンセラーの必要性は、学校現場からのニーズがあ
る。

根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

気懸かりな児童も含め、すべての保育児童を心身共に育成するために、市が行う必要性
がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

市内の公私立保育所から、広くカウンセラー訪問希望が多く、コストを削減する余地は
ない。根

拠

次世代育成支援対策交付金により、事業費の一部に財源充当されているが、今後更なる
財源補充は期待できない根

拠

「特別支援教育関係者連絡会」を通して、小中学校、幼稚園、保育所（園）の連携を図
る。根

拠

公私立園等に属する児童の心身の発達をサポートするた
め、臨床発達心理士が定期的に保育所等施設訪問を行
い、園児の状況把握、障がいのある児童およびクラスの
指導等を行う。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

公私立保育園等に入園している児童の心身の発達をサ
ポートするため、臨床発達心理士が定期的に保育所等施
設訪問を行い、園児の状況把握、障がいのある児童や気
掛かり児童に関する保育士への指導、保護者の相談等を
行う。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

1,2歳児の保育士を最低基準以上に配置する保育園の人件費を補助する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

低年齢児保育充実促進事業

開始年度 2005 終了年度 9999

低年齢児保育充実促進事業実施要綱

目的 1、2歳児担当の保育士を配置基準以上に配置することで1、2歳児の保育を充実する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

1、2歳児担当の保育士を最低基準以上に配置する保育園の人件費等の一部を補助する。

事業コード

1340

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

低年齢児保育充実促進事業費補助金
決算額

11,828
事
業
費

16,263予算額

8,870

【単位：千円】

11,335

11,828

H30（2018）

14,000

11,827

11,000

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

事
業
要
員

実施私立保育園数 目標値 7 7 7 7 7園

実績値 4 4 4

入所希望者に対する受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

低年齢児受け入れ人数/低年齢児入所希望数

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 216/216 239/239 259/259

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

近年、1・2歳児の入所希望が増加している。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

核家族化率と共稼ぎ家庭率の増加に伴う、保育に欠ける家庭の増加に対応・充実を図る
ことは、少子化対策の一環として、市が行う必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

県の要綱に実施基準が定められている。

根
拠

県の要綱により実施基準が定められている。

根
拠

県の要綱に実施基準が定められている。

根
拠

１･２歳児が多く入所している私立保育園に、加配した保
育士の人件費の一部を補助する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

1・2歳児が多く入所している私立保育園に対し、加配し
た保育士の人件費の一部を補助する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

一時的に保育が必要な児童を保育所にて預かる。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

一時保育促進基盤整備事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 育児疲れ解消、急病、断続的短時間就労等、一時的に保育が必要となる児童を保育所にて預かることで、保護者の利便性およ
び児童の福祉、健康維持を行う。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

育児疲れ解消、急病、断続的短時間就労等、一時的に保育が必要となる児童を保育所にて預かる。

事業コード

1344

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

子ども・子育て支援交付金
決算額

5,420
事
業
費

4,200予算額

3,000

【単位：千円】

2,953

4,000

H30（2018）

5,000

2,694

4,000

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

事
業
要
員

実施私立保育園数 目標値 6 7 7 8 8園

実績値 7 7 6

入所希望に対する受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

年間延利用人数/年間延利用申請人数

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 1843/1843 1710/1710 1161/1161

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保育所入所要件に該当しない場合の預かり制度として、就学前児童の一時保育制度があ
り、利用の希望がある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

児童手当法第29条の2に掲げる児童育成事業として、また一時的な保育の円滑化を図る
ために必要である。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

県の要綱に準じた実績払いを行う

根
拠

保育対策等促進事業費補助金（県補助金）により、事業費に財源充当されているが、今
以上の増額は期待できない根

拠

保育士の配置措置において、人件費等の問題もあり、向上は期待できない

根
拠

保護者が子どもを見ることが一時的に困難になった児童
を預かる事業を実施している私立保育所の事業費の一部
を補助する。
現在、あおいこども園、あすなろ保育園、吉江保育園、
新横江保育園、ふじ保育園、のぞみ保育園に対して、補
助を行っており、今後一時保育を実施する予定の園が増
えることも想定される。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

保護者が、仕事の都合、冠婚葬祭、入院等で一時的に家
庭での保育が困難になった場合に、児童を預かる「一時
的保育事業」を実施している私立保育所に対し、事業費
の一部を補助する。令

和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育園産休等職員の代替職員の賃金の一部を補助する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

私立保育所産休代替職員費補助事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 産休等職員の療養の保障および代替臨時職員の雇用により児童処遇の安定を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

私立保育園産休等職員の代替臨時職員の賃金の一部を補助する。

事業コード

1353

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

産休代替職員費補助金
決算額

1,008
事
業
費

1,008予算額

0

【単位：千円】

0

1,008

H30（2018）

1,008

0

1,008

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク - - -

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.05

0

事
業
要
員

実施私立保育園数 目標値 3 3 3 3 3園

実績値 0 0 0

対象園での産休職員配置率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

産休代替職員数/産休職員数

実績値 - - -

達成率
（％）

- - -

実数値

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

産前産後休暇や病気休暇中の職員の専心療養のため、代替職員の任用は不可欠である。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育所での保育の継続および職員の福利向上のため、市が行う必要がある
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

県の補助金交付要綱に準じて実績払いを行っている

根
拠

県の補助金により、事業費の10/10財源充当されている

根
拠

保育士の配置措置において、人件費等の問題もあり、現状以上の成果は期待できない

根
拠

私立保育園産休等職員の代替臨時職員の賃金が発生した
際に、賃金の一部を補助する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

私立保育園において、産休等職員の代替臨時職員の賃金
が発生した際に、賃金の一部を補助する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育所の障がい児受入に要する費用の一部を補助する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

私立保育所障害児保育補助事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 保育所における障がい児受け入れの円滑化、障がい児の保育の充実を支援する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

私立保育園の障がい児童受入れの促進のため、障がい児受入れに対する費用の一部を補助する。

事業コード

1363

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

決算額

8,897
事
業
費

13,346予算額

6,673

【単位：千円】

8,897

10,454

H30（2018）

8,897

10,454

12,456

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

※設定困難 目標値

実績値

入園決定率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

入園障害児童数（在園児含む）/入園希望障害児童数（在園
児含む）

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 8/8 7/7 12/12

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

障がい児を持つ家庭からの希望がある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠け集団保育が可能な障がい児は、保育施設にて受入れを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名 ふれあい保育推進事業

所管課 児童福祉課

特別児童扶養手当需給児童であり、障害児認定を受けていることを対象要件とされる。
根
拠ある

不可能

対象障がい児童の入所希望ニーズは今後も増えると予想され、コスト削減は厳しい。

根
拠

鯖江市障害児保育事業補助金交付要綱に準じている

根
拠

県の障害児認定基準の見直しにより、軽度の障がい児が入所可能となる。

根
拠

私立保育園の障がい児童受入れの促進のため、障がい児
（重度）を受け入れている私立保育園に対する費用の一
部を補助する。白蓮保育園、あすなろ保育園、いずみ保
育園、新横江保育園、ふじ保育園に継続して補助する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

私立保育園の障がい児童受入れの促進のため、障がい児
（重度）を受け入れている私立保育園に対し、費用の一
部を補助する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育園の中・軽度障がい児受け入れにかかる費用の一部を補助する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

ふれあい保育推進事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 保育所における中・軽度障がい児受け入れの円滑化、障がい児の保育の充実を支援する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

私立保育園の中・軽度障がい児受け入れにかかる費用の一部を補助し、児童受け入れを支援する。

事業コード

1380

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

ふれあい保育推進事業費補助金
決算額

10,476
事
業
費

15,867予算額

8,189

【単位：千円】

12,298

17,568

H30（2018）

16,878

14,542

17,590

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ Ａ

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

事
業
要
員

※設定困難 目標値

実績値

入園決定率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

入園障害児童数/入園希望障害児童数

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 19/19 29/29 25/25

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

障がい児を持つ家庭からの希望・要望は十分ある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠け集団保育が可能な障がい児は、保育施設にて受入れを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名 障害児保育措置費補助金事業

所管課 児童福祉課

中・軽度程度の障がい児を対象とし、この場合、医師の認定が必要とされる。
根
拠ある

不可能

対象障がい児童の入所ニーズは今後も増えていくと予想され、コスト削減は厳しい

根
拠

ふれあい保育推進事業費補助金（県費）要綱に準じている

根
拠

各保育園の理解により、対象児の受入れ・保育士の配置はスムーズに行われている。

根
拠

心身に障がいのある児童を保育する私立保育園に対し補
助する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

　心身に中軽度の障がいがある児童を保育する私立保育
園に対し、費用の一部を補助する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

延長保育を促進するため私立保育園にかかる事業費の一部を委託料として支
出する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

私立保育所延長保育事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 延長保育を行うことで、保護者の就労形態の多様化に対応する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

延長保育を促進するため私立保育園にかかる事業費の一部を委託料として支出する。

事業コード

1404

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（国）事業

補助費等

補助金等名称

子ども子育て支援交付金
決算額

14,500
事
業
費

14,200予算額

9,493

【単位：千円】

8,210

13,000

H30（2018）

8,500

9,563

13,000

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ Ａ

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

事
業
要
員

実施私立保育園数 目標値 11 11 11 11 12園

実績値 10 10 10

延長保育受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

年間延利用児童数/年間延利用申込者数

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 20174/20174 17329/17329 12476/12476

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保護者の就労形態の多様化に伴い、延長保育へのニーズがある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠ける児童を保育することは、市の責務である。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

国の補助金交付要綱に準拠している

根
拠

国の補助金により事業費の一部に財源充当されているが、更なる財源充当は期待できな
い根

拠

各保育園の対応により、対象児童の受入はスムーズに行われている

根
拠

早朝、夕刻の延長保育を促進するため私立保育園にかか
る事業費の一部を委託料として支出する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

保護者の就労や子育てを支援するため、早朝、夕方の延
長保育を実施する私立保育園に対し、事業費の一部を委
託料として支出する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育園に保育料徴収、入所事務を委託する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

私立保育所運営事業（事務委託料）

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 市で行う保育料徴収、入所事務の委託により、保護者の手続き等を行いやすくする。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

私立保育園に保育料徴収、入所事務を委託する。
（保育料徴収事務委託、入所事務委託）

事業コード

1903

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

決算額

12,000
事
業
費

4,000予算額

7,225

【単位：千円】

7,225

11,622

H30（2018）

12,000

7,119

4,900

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ Ａ

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

事
業
要
員

保育料徴収人数 目標値 1,700 1,700 1,700 1,700 800人

実績値 1,982 1,864 1,509

取扱率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

保育料徴収取扱人数/私立保育園入園児数×100

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 1982/1982 1864/1864 1509/1509

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保育料納付、入所事務を直接保育園にて行っているため、利用しやすい。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

入所事務手続きについては、住民が円滑な入所申請を行うために必要である。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ある

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

保育料徴収は、各保育園にて行われているが、市の口座振替を行うことにより、コスト
ダウンが可能である。根

拠

保育園運営経費を構成する保育料の徴収率を向上させることが、結果的に一般財源から
の支出抑制につながる。根

拠

私立保育園と情報共有により、スムーズな入所事務や保育料徴収を図る。

根
拠

私立保育園に保育料徴収や入所事務を委託し、保護者の
手続き等を行いやすくする。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

私立保育園に保育料徴収や入所事務を委託し、保護者が
身近な施設で手続き等が行えることでスムーズな入所事
務や保育料徴収を行う。
R1年10月からの保育料無償化により保育料徴収の対象者
は大幅に減少する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 内容縮小

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育所の管理運営に係る費用を一部補助する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

私立保育所管理運営補助事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 私立保育所の運営の安定を支援し、保育所入所を希望する保護者の利便性への対応と入所児童のための保育を充実を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

私立保育所の管理運営に係る費用を一部補助する。
①人件費補助金、②O-157検査手数料補助金、③社会福祉施設整備事業借入金利子補給補助金、④退職共済掛金補助金

事業コード

2060

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

決算額

59,368
事
業
費

63,945予算額

59,136

【単位：千円】

52,459

50,796

H30（2018）

52,637

50,638

63,771

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.5

0

事
業
要
員

入所定員数 目標値 1,570 1,570 1,570 1,570 1615人

実績値 1,593 1,593 1,694

受入対応率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入人数/入所希望者数

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 1864/1864 1829/1829 1860/1860

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

私立保育所への入所希望も多く、また保育所入所児童の7割程度が入所している。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

入所を希望する保護者の利便性、入所している児童の保育充実のために必要である。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

家庭での保育のできない保護者の入所希望や、入所している児童の保育充実のために不
可欠な費用であり、コスト削減の余地はない。根

拠

私立保育所運営費負担金（国、県補助）要綱に準じている

根
拠

安定した入所受入れも行っており、児童への保育の充実も図られている。

根
拠

私立保育園１３箇所の管理運営（心身ともに健康な児童
に成長するよう保育および幼児教育を実施）に係る費用
の一部を補助する。令

和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

　私立保育園１３園の管理運営（心身ともに健康な児童
に成長するよう保育および幼児教育を実施するのに必要
な経費）に係る費用の一部を補助する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

毎月、未就園児親子に園舎や園庭の開放を行う。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

幼稚園子育て支援事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 幼稚園が「親と子が共に育つ」という教育的視点から地域社会と連携しつつ家庭教育力の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

幼稚園児の保護者に対しては保育参観や保育参加の場の提供、未就園児親子には園舎・園庭を開放し、交流の場を設ける。ま
た、子育て相談等の親の支援をする。

事業コード

2200

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

決算額

369
事
業
費

235予算額

340

【単位：千円】

327

410

H30（2018）

384

341

264

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ｂ Ａ Ａ

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

0.4
事
業
要
員

市内６園子育て支援事業回数 目標値 80 80 70 70 50回

実績値 75 76 76

幼稚園子育て支援事業参加人数 人 目標値 5,800 5,000 4,000 3,500 2,500

計算
根拠

市内幼稚園が実施している子育て支援事業における園児、
保護者、未就園児数

実績値 5,116 5,312 4,538

達成率
（％）

88.2 106.2 113.5

実数値

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

幼稚園児保護者、未就園児保護者からの要望が大きい。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援事業は少子化対策の一環として、市が行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

事業への参加人数は増加傾向にあり、コストの削減の余地はない。

根
拠

市単独事業であり他の補助はない。

根
拠

実施事業は成果をあげている。

根
拠

幼稚園を開放することで、地域の幼稚園に通っていない
お子さんや在園児を対象に子育て支援を行う。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

幼稚園を開放することで、地域の幼稚園に通っていない
お子さんや在園児を対象に子育て支援を行う。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

栽培活動、収穫活動、調理体験等を通し、食育に関心を持っていただく。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

幼稚園食育推進事業

開始年度 2007 終了年度 9999

目的 食育基本法、鯖江市食育推進計画に基づき、幼稚園における食育推進を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

野菜の育ちを知るための栽培活動、おやつ作りや伝統料理にかかわる調理実習体験（キッズキッチン）など幼稚園・保護者・
地域をとりこんで実践活動を進める。また、保護者向けに食育に関する学習会を開催し、保護者とともに、幼稚園、家庭での
食育を進める。

事業コード

2286

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

決算額

286
事
業
費

174予算額

252

【単位：千円】

252

261

H30（2018）

312

228

218

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ Ａ

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

0.4
事
業
要
員

※設定困難 目標値

実績値

幼児の朝食摂取率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

朝食摂取者/園児数

実績値 99.2 99.6 100

達成率
（％）

99.2 99.6 100

実数値 261/263 245/246 242/242

子どもがいきいきと過ごすまち若くて元気のまちの創造

実施施策

食育の推進

基本施策基本目標

322
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

国民的取組みとしての「食育推進法」が施行され、保護者から望まれている。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

「食育」は学校教育の知・徳・体育の基礎として位置づけており、市が行う必要があ
る。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

実施内容と経費は精査されており、削減余地はない。

根
拠

補助事業等はない。

根
拠

事業内容は成果を上げている。

根
拠

園の畑を利用しての野菜の栽培や自分たちが作った野菜
を収穫したり、調理体験をすることで食に興味関心をも
たせる。また、保護者向けに食育に関する学習会を開催
し、保護者とともに、幼稚園、家庭での食育を進める。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

園の畑を利用した野菜づくり、調理体験を通じて園児の
食への関心を高めるとともに、保護者向けに食育に関す
る学習会を開催し、幼稚園、家庭での食育を進める。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

専門職員を雇用し、スクールカウンセラーとして配置する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

幼稚園カウンセラー事業

開始年度 2008 終了年度 9999

目的 保護者の悩みや不安に対するカウンセリングによる支援および教諭の資質向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

不安のある保護者との面談をとおし、子育ての不安や悩みの解消を図る。また、発達障害の疑いのある幼児の観察を行うと共
に、その幼児への対応、援助の仕方等担任への指導を行う。（各幼稚園：年間7回、年間28回派遣）

事業コード

2545

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

決算額

504
事
業
費

336予算額

504

【単位：千円】

504

504

H30（2018）

504

504

420

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ Ａ

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 168

事
業
要
員

カウンセラー派遣回数 目標値 42 42 42 35 28回

実績値 42 42 42

カウンセリング実施率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

相談実施件数／相談申込件数*100

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 203/203 211/211 209/209

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保護者から幼児の相談も多く、教師からの要望も強い。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

幼児期の諸問題は子育て支援の意味合いもあり、市が取り組む必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

事業経費はカウンセラーの賃金でコスト削減の余地は少ない。

根
拠

市単独事業であり他からの補助はない。

根
拠

指導者等の資質の向上。

根
拠

各園を訪問し、園児の様子の観察することで、担任や保
護者と共に幼児への対応の仕方についてカウンセリング
を行う。令

和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

幼稚園カウンセラーが各園を訪問し、気掛かり児の対応
についての担当教諭への指導、保護者からの子育ての悩
み相談等に応じる。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

支援員を配置し、特別な支援を必要とする園児に対し個別に支援する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

幼稚園特別支援員配置事業

開始年度 2006 終了年度 9999

目的 幼稚園生活を送る上で、特別な援助や支援を必要とする園児に対して、個別に適応支援を行い、集団としての幼稚園教育活動
の円滑な推進に資する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

発達障がい、肢体等の障がいで支援が必要と認められる園児に対し、幼稚園内で生活支援、介助支援等の個別支援を行う支援
員を配置する。

事業コード

2773

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

決算額

11,525
事
業
費

14,552予算額

8,358

【単位：千円】

9,957

11,500

H30（2018）

9,957

11,439

11,544

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0

0

5
事
業
要
員

支援員数 目標値 5 9 9 9 8人

実績値 7 12 9

支援率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

支援が必要な児童に対して支援する割合

実績値 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100

実数値 7/7 10/10 9/9

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

円滑な幼稚園教育活動は保護者から望まれている。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

幼稚園教育活動を円滑に進めるために、市が取り組む必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

コスト削減の余地はない。

根
拠

財源確保は困難である。

根
拠

事業は、成果をあげている。

根
拠

特別な支援が必要な園児に対して、個別に支援を行う。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

特別な支援が必要な園児に対して、個別に支援を行う。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

看護師等による、①体調不良児の体調管理、②全児童の健康管理・衛生管理
等保健的な対応、③地域の子育て家庭に対する相談支援の対応を行う。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

私立保育所体調不良児対応事業補助事業

開始年度 2009 終了年度 9999

保育対策促進事業費補助金交付要綱

目的 保育所へ登園後に体調不良となった児童を、保護者が迎えにくるまで一時的に預かり、保護者の子育てと、就労の両立を支援
するとともに、全園児の健康管理・衛生管理をはじめ、地域の子育て家庭の相談支援を実施し、児童福祉の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

看護師等による、①体調不良児の体調管理、②全児童の健康管理・衛生管理等保健的な対応、③地域の子育て家庭に対する相
談支援の対応を行う。

事業コード

2835

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

子ども子育て支援交付金
決算額

5,910
事
業
費

7,072予算額

4,310

【単位：千円】

4,323

4,371

H30（2018）

4,323

4,371

6,971

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ Ａ A

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.3

0

事
業
要
員

※設定困難 目標値

実績値

実施私立保育園 園 目標値 2 1 1 1 1

計算
根拠

実施私立保育園数/目標値

実績値 2 1 1

達成率
（％）

100 100 100

実数値

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保護者の就労形態の多様化に伴い、直ぐに迎えにいけない場合などの理由により、一時
預かりのニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠ける児童を保育することは市の責務である
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

県の補助金交付要綱に準拠している

根
拠

県の補助金により、事業費の一部に財源充当されているが、今以上の増額は期待できな
い根

拠

体調不良児の対応は適正・スムーズに行われている

根
拠

登園後に体調不良となった児童を一時的に預かるための
看護師の人件費の一部を補助する。

令
和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

登園後に体調不良となった児童を一時的に預かるための
看護師の人件費の一部を補助する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

市で看護師１名を雇用する。看護師が休みの時には、訪問看護事業所に委託
する。

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

医療的ケア児推進事業

開始年度 2018 終了年度 9999

目的 看護師が配置されていない保育所において医療的ケアを必要とする未就学の障害児に対して、医療的ケアの支援を行うことに
より、介護者の負担を軽減し、地域での自立生活の基盤形成に資する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R1
事業名

部署名 保育・幼児教育室

地方公共団体において看護師を雇い上げた際の費用を補助し、医療的ケア児の受入れを行う。
保育所等に必要に応じて看護師を派遣する。

事業コード

3515

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H28（2016） H29（2017） H30（2018） R1（2019） R2（2020）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系　

会計

事業タイプ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（国）事業

その他

補助金等名称

保育対策総合支援事業費補助金
決算額

事
業
費

3,021予算額

【単位：千円】

733

H30（2018）

174

2,157

R1（2019）H29（2017）H28（2016） R2（2020）区分

ランク Ａ

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 0

1
事
業
要
員

※設定困難 目標値

実績値

入園決定率 目標値 100 100 100

計算
根拠

入園医療的ケア児童数/入園希望医療的ケア児童数

実績値 100

達成率
（％）

100

実数値 1/1

安心して結婚・出産・子育てが
できるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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令和元年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

医療的ケア児を養育する家庭からの要望は十分ある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠け集団保育が可能な医療的ケア児は、保育施設にて受入れを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ある

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

医療的ケア児の入所ニーズは今後も増えていくと予想され、コスト削減は困難である。

根
拠

医療的ケア児保育支援事業実施要綱に準じている

根
拠

根
拠

市において看護師を雇用し、また、看護師が休みの際に
は訪問看護事業所に委託し、医療的ケア児を受け入れる
施設へ派遣する。令

和
元
年
度
取
組
み

【令和2年度  方向性】

市が看護師を雇用し（看護師が休みの際には訪問看護事
業所に委託）、医療的なケアが必要な児童を受け入れる
施設へ派遣する。

令
和
２
年
度
計
画

【令和元年度　取組み】 維持 維持

取組選択
年度

実施状況

H28（2016）

【提案型市民主役事業実施】 不可能

不可能
H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

R1（2019）
不可能

未実施 未実施

R2（2020）
不可能

未実施

38 ページ


